
第46回

株式会社クラウディアホールディングス

定時株主総会招集ご通知
開 催 情 報

開催
日時

　

2022年11月29日（火曜日）
午前11時

開催
場所

　

京都市左京区岩倉西五田町38
アイネス ヴィラノッツェ宝ヶ池
（末尾の「株主総会会場のご案内」をご参照ください）

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）

５名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である

取締役１名選任の件

株主総会にご出席されない場合

書面（郵送）又はインターネットにより議決権を
行使してくださいますようお願い申しあげます。

[ 議決権行使期限 ]
2022年11月28日（月曜日）
午後６時到着分まで

新型コロナウイルス感染症の拡大防
止のため、株主総会へのご来場をお
控えいただき、書面（郵送）又はイ
ンターネットにより事前に議決権を
行使いただくことをご検討ください
ますようお願い申しあげます。
また、本年度も懇親会を中止させて
いただき、株主総会へご出席の株主
様へのお土産は取りやめさせていた
だきます。

　

証券コード：3607



証 券 コ ー ド  3 6 0 7
2022年11月10日

株 主 各 位
京 都 市 右 京 区 西 院 高 田 町 3 4 番 地
株式会社クラウディアホールディングス
代表取締役会長兼社長 倉 　 正 治

１．日　　　時 2022年11月29日（火曜日）午前11時
２．場　　　所 京都市左京区岩倉西五田町38

アイネス ヴィラノッツェ宝ヶ池
３．会議の目的事項
報 告 事 項 １．第46期(自2021年９月１日　至2022年８月31日)

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果
報告の件

２．第46期(自2021年９月１日　至2022年８月31日)
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

第46回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第46回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本年も、新型コロナウイルス感染症の状況に鑑み、株主の皆様の安全を最優先に、本株主総会へのご来場を見
合わせていただき、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、「議決権行使についてのご案内」
（3～4ページ）に従って、事前に書面（郵送）又はインターネットにより、2022年11月28日（月曜日）午後
６時までに議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

以　上

－ 1 －



＊当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
あげます。
本株主総会招集ご通知に添付すべき書類のうち、連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につ
きましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
(https://www.kuraudia.holdings/)に掲載しておりますので、本株主総会招集ご通知の添付書類には記載
しておりません。
したがいまして、本株主総会招集ご通知の添付書類に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査
人及び監査等委員会が会計監査報告及び監査報告を作成するに際して監査した連結計算書類及び計算書類の
一部であります。
なお、本株主総会招集ご通知に掲載しております事業報告、計算書類及び連結計算書類ならびに株主総会参
考書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト(https://www.kuraudia.holdings/)
において、修正後の事項を掲載させていただきます。
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株主総会にご出席される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時
　2022年11月29日（火曜日）午前11時（受付開始：午前10時）　

書面（郵送）で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限
　2022年11月28日（月曜日）午後６時到着分まで 　

インターネットで議決権を行使される場合

パソコン又はスマートフォンから議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアク
セスし、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入
力いただき、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

行使期限
　2022年11月28日（月曜日）午後６時入力完了分まで　

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利
用の株主様には、議決権行使ウェブサイト上で「パスワード」の変更をお願いすることとなりますの
でご了承ください。

② 株主総会の招集の都度、新しい「議決権行使コード」及び「パスワード」をご通知いたします。
③ 議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・電話料金
等）は株主様のご負担となります。

　

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

※ インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わ
せていただきます。

※ 書面（郵送）とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有効
とさせていただきます。
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インターネットにより議決権を行使される場合は、パソコン又はスマートフォンから当社の指定する議決権行使
ウェブサイトにアクセスし、画面の案内に従ってご行使くださいますようお願い申しあげます。

議決権行使ウェブサイト https://www.web54.net

バーコード読取機能付のスマートフォンを利用して右上の２次元コードを読み取り、議決権行使ウェブサイトに接続することも可能
です。なお、操作方法の詳細についてはお手持ちのスマートフォンの取扱説明書をご確認ください。

　
議決権行使期限：2022年11月28日（月曜日）午後６時入力完了分まで 　

・「議決権行使コード」を入力
・「ログイン」をクリック

2   議決権行使書用紙に記載された「議
決権行使コード」をご入力ください。

・「次へすすむ」をクリック

1   議決権行使ウェブサイトに 
アクセスしてください。

・実際にご使用になる新しいパスワード
を設定してください
・「登録」をクリック

3   議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

・「パスワード」を入力

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権
行使に関するお問い合わせ フリーダイヤル 0120-652-031 （受付時間９：00～21：00）

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

　

インターネットによる議決権行使のご案内
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（自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 8 月31日）

（添付書類）
事　業　報　告

１．企業集団の現況
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度における当企業グループを取り巻く環境は、新型コロナウイルス感染症の完全な収束

時期は見通せない中、依然として先行きは不透明な状況が続いておりますが、ワクチン接種が普及した
効果や行動制限が緩和されたこともあり、エンドユーザーの挙式実施意欲は復調傾向となり、市場の緩
やかな回復が見られました。

このような環境のもと、当企業グループはお客様と従業員の安全を第一に感染防止対策に取り組みつ
つ、引き続き婚礼衣裳メーカーとして“ものづくり”をコアとし、より最終消費者に近く、より大きなマ
ーケットである挙式関連サービス事業領域（B to C）の開拓を推進し、当企業グループの市場拡大に向
け注力しております。

当連結会計年度に行った主な事業展開としましては、株式会社クラウディアコスチュームサービスに
おいて、2022年１月に「ミライエレクストハウスナゴヤ 衣裳室」「同　美容室」（名古屋市中区）、
「ザ・グランドティアラSenju 衣裳室」「同　美容室」（三重県四日市市）を新規オープンいたしまし
た。一方で、同年６月には同社が運営する結婚式場「ル・センティフォーリア天保山」（大阪市港区）
を事業譲渡いたしました。また、同年８月に株式会社梅花ブライダルが大阪天満宮内で運営する結婚式
場「天満宮会館」（大阪市北区）の「梅の間」の改装を実施し、好調な少人数婚の需要に対応する体制
を強化いたしました。

当企業グループはコンシューマー事業領域の中長期的な業績の拡大を図っていくため、経営資源の投
資先を慎重に検討し、スクラップ・アンド・ビルドを進めてまいります。
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事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

前連結会計年度
自2020年 9 月 1 日
至2021年 8 月31日

当連結会計年度
自2021年 9 月 1 日
至2022年 8 月31日

増減額 増減率
（％）

ホールセール事業部門 1,575,660 1,923,224 347,564 22.1

製・商品売上高 689,244 884,214 194,969 28.3

レンタル収入等 886,415 1,039,010 152,594 17.2

コンシューマー事業部門 5,439,881 7,584,708 2,144,826 39.4

衣裳取扱収入 1,989,607 2,390,262 400,654 20.1

リゾート挙式売上高 532,098 853,710 321,611 60.4

式場運営収入 1,760,860 2,649,194 888,334 50.4

写真・映像・美容等売上高 1,157,315 1,691,541 534,226 46.2

連結売上高 7,015,542 9,507,932 2,492,390 35.5

当企業グループは単一セグメントであるためセグメント別の記載を省略しております。
当連結会計年度における事業部門別売上高の状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

事業部門別売上高
（単位：千円）

※１上記の売上高の数値につきましては、事業部門内及び事業部門間の取引消去後となっております。
※２「収益認識に関する会計基準」等の適用により、当連結会計年度の衣裳取扱収入は０百万円減少、リ

ゾート挙式売上高は４百万円減少、式場運営収入は３百万円増加、写真・映像・美容等売上高は27百
万円減少しております。

　当連結会計年度の売上高は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた前年同期と比べて回復傾向にあ
り、95億７百万円（前年同期比35.5％増）となりました。
　利益面につきましては、売上高の回復と原価率の改善により、営業利益は１億４百万円（前年同期は17
億32百万円の損失）、経常利益は６億86百万円（前年同期は４億５百万円の損失）、親会社株主に帰属す
る当期純利益は８億24百万円（前年同期は８億10百万円の損失）となりました。なお、当連結会計年度
は営業活動の再開が進んだため休業体制を縮小し、雇用調整助成金等による助成金収入は前年同期比
66.6％減少の４億16百万円を営業外収益に計上しております。また、円安進行の影響による為替差益１
億57百万円を営業外収益に計上しております。特別利益に計上しております事業譲渡益及び資産除去債務
戻入益は、2022年６月に行った結婚式場「ル・センティフォーリア天保山」（大阪市港区）の事業譲渡に
より計上いたしました。
　法人税等調整額の計上につきましては、連結子会社の繰延税金資産の回収可能性を慎重に検討した結
果、当該連結子会社の繰延税金資産を計上したこと等によるものであります。
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。）等の適用により、売上高

－ 6 －



は28百万円減少し、営業利益は25百万円減少、経常利益は25百万円減少しております。
②　設備投資の状況

　当企業グループでは、コンシューマー事業部門のサービス事業領域へ営業展開を積極的に図ってお
り、この分野への経営資源の集中を基本戦略としております。
　当連結会計年度の設備投資は１億30百万円であります。
　なお、有形固定資産に計上しているレンタル衣裳は設備投資額に含めておりません。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度につきましては、事業活動に伴う資金を、金融機関からの資金調達により行いまし
た。
　なお、当連結会計年度末の有利子負債の合計残高は81億56百万円と前連結会計年度末に比べ12億33
百万円減少いたしました。

区 分 第 43 期
(2019年８月期)

第 44 期
(2020年８月期)

第 45 期
(2021年８月期)

第 46 期
(当連結会計年度)
(2022年８月期)

売 上 高(千円) 12,359,164 8,272,181 7,015,542 9,507,932

経常利益又は経常損失（△）(千円) 399,624 △2,061,232 △405,549 686,475

親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社株主に
帰属する当期純損失（△）

(千円) 61,278 △2,367,374 △810,807 824,382

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） (円) 7.04 △270.66 △92.20 93.21

総 資 産(千円) 12,518,869 14,610,832 13,785,061 13,577,541

純 資 産(千円) 5,656,997 3,155,124 2,368,645 3,136,871

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 649.21 360.13 268.90 354.04

⑵　直前３連結会計年度の財産及び損益の状況

（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
２．１株当たり純資産額は期末発行済株式総数に基づき算出しております。
３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、

当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準を適用した後の数値となっております。
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結
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会　社　名 資本金 議決権比率（％） 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 ク ラ ウ デ ィ ア
千円

30,000
100.0 婚礼衣裳等の企画・製造・販売及びレンタル

株 式 会 社 ク ラ ウ デ ィ ア
コ ス チ ュ ー ム サ ー ビ ス

千円
30,000

100.0
婚礼衣裳のレンタル・販売及び海外・国内リ
ゾート挙式のプロデュース、結婚式場の運営
及び写真・映像・美容サービス

内 田 写 真 株 式 会 社
千円

30,000
100.0 写真・映像サービス

青 島 瑪 莎 礼 服 有 限 公 司
千ＲＭＢ
21,724

100.0 ウエディングドレスの製造及び販売

VIETNAM KURAUDIA CO.,LTD.
千米ドル

2,800
100.0 ウエディングドレスの製造及び販売

KURAUDIA USA.LTD.
千米ドル

5,900
100.0 婚礼衣裳のレンタル・販売及び挙式サービス

その他８社

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
　　 該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

（注）KURAUDIA USA.LTDは2022年8月23日付で4,900千米ドルの増資を行い、資本金が増加しております。当該増資に伴う当社
の議決権比率の変更はございません。
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⑷　対処すべき課題
　当企業グループを取り巻く環境を展望すると、新型コロナウイルス感染症は、ワクチンの普及の効果もあ
り、私たちの生活に与える影響も徐々に小さくなり、ブライダル市場も緩やかな回復傾向となっております
が、依然として、先行きの不透明な状況が続いております。また、少子化や晩婚化、非婚化等の影響の長期
化や、消費者ニーズの多様化の進展により、ブライダル市場における競争は、ますます加速していくことが
想定されます。
　このような状況を踏まえ、当企業グループとしては、ホールセール事業部門、コンシューマー事業部門の
それぞれの特徴を最大限に活かし、また、各事業部門が効果的に連携することにより、中長期的な成長を目
指し、以下のような課題に対処してまいります。

① 新型コロナウイルス感染症への対応
　当企業グループは、お客様と従業員の安全を第一に感染防止対策に取り組みつつ、お客様に安心して
ご来店・ご来社いただけるよう事業を推進しております。また、今後も新型コロナウイルス感染症の影
響は不確実性が高いことを前提に、継続的な経費の削減を行い、収益力の改善を図ってまいります。

② 高付加価値の商品・サービスの提供
　ホールセール事業部門においては、ウエディングドレスのトップメーカーとして、ブライダル市場に
対して、様々な情報発信を行うことにより、需要の開拓を行ってまいりました。引き続きデザイン性、
話題性の高い商品開発を行い、高品質のウエディングドレス等の提供を行ってまいります。
　コンシューマー事業部門においては、お客様に満足いただける高付加価値の商品・サービスの提供を
行うことにより、更なるマーケットシェアの拡大を図ってまいります。また、衣裳事業、リゾート挙式
事業、写真・映像事業、美容事業、式場事業等の各事業の連携の強化によるマーケット拡大や、市場動
向を見据えた積極的なスクラップ・アンド・ビルドを行い、利益の拡大を目指してまいります。

③ 人材の確保と育成
　当企業グループの成長には、優秀な人材の確保が必要不可欠と考えております。事業戦略に沿った採
用施策の強化及び社員教育の充実を図り、多様化するお客様のニーズに対応できる人材を育成してまい
ります。また、激しく変化する環境にも対応できる柔軟な組織づくりを目指してまいります。

④ 内部管理体制の強化
　持続的な成長を目指していくため、内部管理体制の強化が重要であると認識しております。コーポレ
ートガバナンスの更なる強化を図り、リスク管理、コンプライアンスを徹底してまいります。また、同
時にデジタルトランスフォーメーション等への取り組みにも力を入れ、生産性が高い組織を目指してま
いります。

大変厳しい状況ではございますが、目標の実現に邁進し、グループ一丸となって業績の向上に努力してまい
る所存であります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご指導を賜りますようよろしくお願い申しあげます。
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事　業　部　門 事　業　内　容

ホールセール事業部門
ウエディングドレス、タキシードの企画・製造・卸売事業及び貸衣裳店向けの婚礼衣裳レンタ
ル事業

コンシューマー事業部門

ホテル・結婚式場等との業務提携によるインショップ（挙式施設に併設の衣裳室）の運営及び
直営のオープンショップ（路面店）「銀座クチュールNAOCO」等によるウエディングドレス
の販売、海外・国内リゾート挙式（ハワイ、沖縄等）のプロデュース事業、写真・映像事業、
美容事業及び直営の結婚式場5店舗を京都、大阪で運営する挙式サービス事業

⑸　主要な事業内容（2022年８月31日現在）
　当企業グループの主要な事業内容を事業部門別に大別しますと、次のとおりであります。

名　　称 所　　　在　　　地

本 社 京都市右京区西院高田町34番地

名　　称 所　　　在　　　地

株 式 会 社 ク ラ ウ デ ィ ア

本 社
東 京 支 店
札 幌 支 店
福 岡 支 店
リ ー ス 事 業 部

京都市右京区
東京都新宿区
札幌市中央区
福岡市中央区
京都市南区

株 式 会 社 ク ラ ウ デ ィ ア
コ ス チ ュ ー ム サ ー ビ ス

本 社
直 販 店

挙 式 施 設

京都市右京区
東京都中央区、東京都港区、札幌市中央区、仙台市青葉
区、長野県軽井沢町、名古屋市中区、京都市下京区、大
阪市中央区、神戸市中央区、福岡市中央区
京都市左京区、大阪市北区、大阪府泉佐野市

内 田 写 真 株 式 会 社 本 社 大阪市北区

青 島 瑪 莎 礼 服 有 限 公 司 本 社 中華人民共和国

VIETNAM KURAUDIA CO.,LTD. 本 社 ベトナム社会主義共和国

KURAUDIA USA.LTD. 本 社 米国 ハワイ州

⑹　主要な営業所及び工場（2022年８月31日現在）
① 当社

② 子会社の主要な営業所及び工場
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使用人数（名） 前連結会計年度末比増減（名）

830（139） 10増（22減）

使用人数（名） 前事業年度末比増減（名） 平均年齢 平均勤続年数

21 １減 39.6歳 9.3年

⑺　使用人の状況（2022年８月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
②  当社の使用人の状況

借　入　先 借　入　額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,812,592千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,335,072

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 985,954

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 844,334

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 828,830

⑻　主要な借入先の状況（2022年８月31日現在）

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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①発行可能株式総数 19,000,000株
②発行済株式の総数 9,689,200株
③株主数 5,648名

株　主　名 持株数 持株比率

有 限 会 社 ク ラ エ ン タ ー プ ラ イ ズ 3,512千株 39.6％

株 式 会 社 丸 文 434 4.9

ク ラ ウ デ ィ ア 従 業 員 持 株 会 316 3.6

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 277 3.1

ク ラ ウ デ ィ ア 取 引 先 持 株 会 213 2.4

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 126 1.4

倉 　 正 治 120 1.4

江 本 成 次 94 1.1

N P B N － S H O K O R O  L I M I T E D 85 1.0

今 泉 理 抄 66 0.8

株式数 交付対象者数

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 及 び 社 外 取 締 役 を 除 く ） 51,500株 ５名

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2022年８月31日現在）

④大株主（上位10名）

（注）持株比率は、自己株式（829,103株）を控除して計算しております。
⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告14ページ「２．⑶ ② 取締役の報酬等」に記載しております。

⑵　新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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会社における地位 氏　　　　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 兼 社 長 倉 　 　 　 　 正 　 治

株式会社クラウディア代表取締役会長
株式会社クラウディアコスチュームサービス代表取締役会長
内田写真株式会社代表取締役会長
KURAUDIA USA.LTD.代表取締役社長

常 務 取 締 役 山 　 本 　 　 大 　 輔
株式会社クラウディア取締役常務執行役員
株式会社クラウディアコスチュームサービス取締役常務執行役員
内田写真株式会社代表取締役社長

取 締 役 山 　 田 　 　 清 　 志 株式会社クラウディアコスチュームサービス代表取締役社長
KURAUDIA USA.LTD.取締役

取 締 役 野 　 﨑 　 　 浩 　 司 株式会社クラウディア代表取締役社長

取 締 役 上 　 野 　 　 宗 　 昭 株式会社クラウディアコスチュームサービス取締役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 滝 　 　 　 　 亮 　 史

税理士・中小企業診断士
ＣＩＳコンサルティング税理士法人代表社員
ＣＩＳコンサルティング株式会社代表取締役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 白 　 浜 　 　 徹 　 朗 弁護士

弁護士法人白浜法律事務所代表社員

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 梅 　 山 　 　 克 　 啓

公認会計士・税理士
梅山公認会計士事務所所長
梅山税理士法人代表社員
任天堂株式会社社外取締役（監査等委員）

⑶　会社役員の状況
① 取締役の状況

（注）１. 取締役（監査等委員）滝亮史氏、白浜徹朗氏及び梅山克啓氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。な
お、３氏は、東京証券取引所が指定を義務付けている一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。

２. 取締役（監査等委員）滝亮史氏は、税理士及び中小企業診断士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見
を有するものであります。

３. 取締役（監査等委員）梅山克啓氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を
有するものであります。

４. 当社は、内部統制システムを活用した監査を行うという監査等委員会制度の趣旨から、常勤の監査等委員を選定しておりま
せんが、内部監査室等が監査等委員会と連携して監査活動を行い、監査の実効性が確保されるようにしております。

５. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契
約の被保険者の範囲は、当社取締役（監査等委員含む）であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約で
は、被保険者がその職務の執行に関する責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる損害を当該保険契約により塡補
することとしております。
ただし、当該保険契約に免責額を設定しており、損害賠償責任の限度額は、5百万円又は法令の定める最低責任限度額のい
ずれか高い額としております。
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② 取締役の報酬等
イ．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等

ａ. 基本方針
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう
株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水
準とすることを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報
酬、業績連動報酬等及び非金銭報酬等である株式報酬により構成し、監査・監督機能を担う監査等委
員である取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととする。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法
及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿
うものであると判断しております。

ｂ. 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の
決定に関する方針を含む。）

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社
の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

ｃ. 業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等
を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）

(ⅰ)　業績連動報酬等
　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標を反映した現金
報酬とし、各事業年度の税金等調整前当期純利益（連結）を算定指標として算出された額を賞与と
して支給する。算定指標とその値は、適宜、環境の変化等に応じて見直しを行うものとする。
　業績連動報酬等の算定方法は、下記のとおりとする。
・業績連動報酬等は税金等調整前当期純利益（連結）を算定指標とし、業績連動報酬等を損金経理

する前の金額とする。
・当社の業務執行取締役に対する業績連動報酬等は、次のとおりとする。

・税金等調整前当期純利益（連結）が３億円未満の場合
支給しない

・税金等調整前当期純利益（連結）が３億円以上５億円未満の場合
税金等調整前当期純利益（連結）の３％×役職ポイント（ただし、１万円未満は切り捨てるも
のとする。）

・税金等調整前当期純利益（連結）が５億円以上10億円未満の場合
税金等調整前当期純利益（連結）の４％×役職ポイント（ただし、１万円未満は切り捨てるも
のとする。）
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役　　　　職 役職ポイント

代表取締役社長 0.50

取締役副社長 0.20

専務取締役 0.15

常務取締役 0.12

取締役 0.10

役　　　　職 上限金額

代表取締役社長 50,000千円

取締役副社長 20,000千円

専務取締役 15,000千円

常務取締役 12,000千円

取締役 10,000千円

・税金等調整前当期純利益（連結）が10億円以上の場合
税金等調整前当期純利益（連結）の５％×役職ポイント（ただし、１万円未満は切り捨てるも
のとする。）
取締役の役職別ポイント

　なお、剰余金の配当額が１株につき５円未満の場合は、支給しないものとする。
・各取締役の業績連動給与の支給額の上限は以下のとおりとし、上記により計算した金額が上限を

超過する場合は、上限金額を支給するものとする。

・支給時期については、当該事業年度の定時株主総会終了後、１カ月以内に支給するものとする。
・取締役の各役職は定時株主総会終了後、最初に開催された取締役会で選任された役職とし、その

後昇格、降格があった場合でも役職ポイント及び上限金額の変更は行わないものとする。
(ⅱ)　非金銭報酬等
　非金銭報酬等は、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有することを目的として譲渡制
限付株式報酬とし、各取締役に対して毎年一定の時期に支給する譲渡制限付株式報酬は、別途社内
規定で定める譲渡制限付株式基準株式数に株式の発行又は処分にかかる取締役会決議の日の前営業
日における東京証券取引所の当社普通株式の終値、あるいは取引が成立しなかった日については直
近の取引成立日の終値を乗じた金額とする。譲渡制限付株式基準株式数は、適宜、環境の変化等に
応じて見直しを行うものとする。
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区 分 報 酬 等 の 総 額
（ 百 万 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 百 万 円 ） 対象となる役
員の員数(名)基 本 報 酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 を 除 く ） 170 156 － 14 5

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

9
(9)

9
(9)

－ － 3
(3)

合 計 180 166 － 14 8

ｄ. 金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する
割合の決定に関する方針

　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、上位の役位ほど非金銭報酬等のウェイトが高まる
ような構成とする。

ｅ. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　業務執行取締役の個人別の報酬等の額については取締役会決議にもとづき代表取締役社長がその具
体的内容について委任をうけるものとし、その権限の内容は各取締役の基本報酬の額とする。なお、
各業務執行取締役の賞与金額及び譲渡制限付株式の割当株式数は取締役会で決議する。監査等委員で
ある取締役の個人別の報酬額については、監査等委員である取締役の協議により決定する。

ロ.取締役の報酬等の額

（注）１. 業績連動報酬等にかかる業績指標は税金等調整前当期純利益（連結）であり、その実績は743,033千円であります。
当該指標を選択した理由は業績向上へのインセンティブを高めるためであります。当社の業績連動報酬等は、職位別の基準
額に対して役職ポイントを乗じたもので算定されております。

２. 非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は、「イ．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
等」に記載のとおりであります。
また、当事業年度における交付状況は「２．⑴ ⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状
況」に記載しております。

３. 取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2015年11月25日開催の第39回定時株主総会において年額400百万円以内
（ただし、使用人分給与は含まない）、取締役（監査等委員）については年額20百万円以内と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は４名、取締役（監査等委員）の員数は３名です。

４. 取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）へ譲渡制限付株式の付与のための金銭報酬債権を支給するため、2018年11月
27日開催の第42回定時株主総会において、その総額を、上記３．の報酬限度額とは別枠にて年額100百万円以内、その発
行又は処分される当社の普通株式の総数は年80,000株以内とする旨決議いただいております。
当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）の員数は、４名です。

５. 取締役会は、代表取締役会長兼社長倉正治氏に対し、各取締役の基本報酬の額及び社外取締役を除く各取締役の担当部門の
業績等を踏まえた評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の担当
部門について評価を行うには代表取締役が適していると判断したためであります。
なお、委任された内容の決定にあたっては、事前に取締役（監査等委員）がその妥当性等について確認しております。
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氏　名 地　位 重要な兼職の状況 当社との関係

滝 　 亮 史 社外取締役
（監査等委員）

ＣＩＳコンサルティング税理士法人 代表社員 特別の関係はありません。

ＣＩＳコンサルティング株式会社 代表取締役 特別の関係はありません。

白 浜 徹 朗 社外取締役
（監査等委員） 弁護士法人白浜法律事務所 代表社員 特別の関係はありません。

梅 山 克 啓 社外取締役
（監査等委員）

梅山公認会計士事務所 所長 特別の関係はありません。

梅山税理士法人 代表社員 特別の関係はありません。

任天堂株式会社 社外取締役（監査等委員） 特別の関係はありません。

氏　名 地　位 主 な 活 動 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

滝 　 亮 史 社外取締役
（監査等委員）

当事業年度に開催された取締役会11回のうち10回に出席し、また、監査等
委員会11回のうち10回に出席し、必要に応じ、税理士及び中小企業診断士
としての専門的見地と高い見識に基づき発言を行っております。

白 浜 徹 朗 社外取締役
（監査等委員）

当事業年度に開催された取締役会11回のうち10回に出席し、また、監査等
委員会11回のうち９回に出席し、必要に応じ、弁護士としての専門的見地と
高い見識に基づき発言を行っております。

梅 山 克 啓 社外取締役
（監査等委員）

当事業年度に開催された取締役会11回のうち10回に出席し、また、監査等
委員会11回のうち10回に出席し、必要に応じ、公認会計士及び税理士とし
ての専門的見地と高い見識に基づき発言を行っております。

③ 社外役員に関する事項
イ．重要な兼職先と当社との関係

ロ．当事業年度における主な活動状況

ハ．責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役（監査等委員）である滝亮史、白浜徹朗及び梅山克啓の３氏は、会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、５百万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限

度額のいずれか高い額としております。
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当事業年度に係る報酬等の額 26,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26,000千円

⑷　会計監査人の状況
① 名　称　　　　ＰｗＣ京都監査法人
② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま
す。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるかど
うかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、
株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定し
た監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理
由を報告いたします。

⑸　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　当社は、取締役会において、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他会社の業務の適正を確保するための体制について、以下のとおり決議しております。
① 当企業グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　当企業グループの取締役の諮問機関として、外部委員もメンバーとするコンプライアンス委員会を設
置し、代表取締役社長が委員長を務める。コンプライアンス委員会は、コンプライアンス体制の審議・
承認を行うほか、重要なコンプライアンス上の問題等を審議し、取締役会に上程・報告する。また、法
令上疑義のある行為等について、使用人が直接情報提供を行う手段として、外部弁護士を窓口とするコ
ンプライアンスホットラインを設置し、運用する。
　当企業グループは、反社会的勢力による不当請求に対し、組織全体で毅然とした態度で対応し、これ
ら勢力との取引関係ほか一切の関係を遮断する体制を整備する。

② 当企業グループの取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
　当企業グループは、法令及び「文書取扱規程」等社内規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文
書又は電磁媒体（以下、文書等という。）に記録し、適切に保存及び管理する。取締役は、常時これら
の文書等を閲覧できるものとする。
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③ 当企業グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当企業グループは、「リスク管理規程」に基づき、当企業グループにおいて発生し得るリスクの発生
防止に係る管理体制の整備及び発生したリスクへの対応等を行う。
　コンプライアンス、環境、災害、品質等に係るリスクについては、それぞれの担当部署にて、研修の
実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、新たに生じたリスクへの対応が必要な場合は、速や
かに対応責任者を定める。また、「リスク管理規程」に基づき、リスク管理委員会を設置する。

④ 当企業グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制
　取締役会は、原則毎月１回に加え、必要に応じて適宜臨時に開催し、法令で定められた事項及び重要
事項の審議・決定を行う。
　当企業グループの取締役及び使用人が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図るとともに、目標
達成に向け各部門が実施する具体的な目標、効率的な施策を定め、その結果を取締役会が定期的に検証
する。

⑤ 当企業グループにおける業務の適正性を確保するための体制
　当社の内部監査室は、子会社に対して、原則年に１回以上の内部監査を実施し、必要に応じて指示・
勧告を行う。また、経営企画室は、「関係会社管理規程」に従い、子会社の管理・監督を行いつつ、子
会社の業務内容の定期的な報告を受け、重要案件についてはその内容について事前協議を行い、取締役
会に報告する。

⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体
制、当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性及び当該使用人に対する指示
の実効性の確保に関する事項
　当社の監査等委員会は、内部監査の所管部署である内部監査室所属の使用人に必要な事項を命令する
ことができる。監査等委員会により、監査業務に必要な命令を受けた当企業グループの使用人は、その
命令に関して取締役（監査等委員である取締役を除く）等の指揮命令を受けない。当該使用人に関し、
監査等委員会の指揮命令に従う旨を当企業グループの取締役及び使用人に周知徹底する。

⑦ 当企業グループの監査等委員会への報告に関する体制
　当企業グループの取締役（監査等委員である取締役を除く）又は使用人は、監査等委員会に対して、
法定の事項に加え、当企業グループに重要な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアン
スホットラインの通報状況及びその内容を速やかに報告するものとする。監査等委員会への報告を行っ
た当企業グループの取締役（監査等委員である取締役を除く）又は使用人に対し、そのことを理由とし
て不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当企業グループの取締役及び使用人に周知徹底する。

⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　当社の監査等委員会は、代表取締役社長、監査法人と定期的に意見交換を行う。
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　当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、
当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理
する。

⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、当企業グループの財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告
書の有効かつ適切な提出に向けた内部統制システムの構築を行い、その仕組みが適正に機能することを
継続的に評価し、不備があれば必要な是正を行うことにより、金融商品取引法及びその他関係法令等の
適合性を確保する体制を整備する。

　上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、次のとおりです。
① 法令遵守体制

　法令及び各種社内規程の違反状況について、各所管部署より法令遵守担当執行役員に対し適切に報告
がなされ、適正に対応いたしました。また、インサイダー取引の発生を未然に防止するため、インサイ
ダー取引規制に関する情報発信を定期的に実施いたしました。

② リスク管理体制
　リスク管理委員会において、各所管部署から報告された戦略リスク、業務プロセスリスク及び不正リ
スクなどのレビューを実施して全社的な情報共有に努めたほか、取締役会において、リスク管理委員長
から当該リスクの管理状況について報告いたしました。

③ グループ会社経営管理体制
　グループ会社の経営管理につきましては、主に経営企画室長が統括しております。経営企画室長は、
毎月開催される定例取締役会においてグループ各社の業績及び営業状況を報告しております。なお、内
部監査室は内部監査計画に基づき、監査等委員会と連携してグループ各社の内部監査を実施いたしまし
た。また、取締役会の実効性につき評価を行い、その結果に基づき、取締役会の改善に努めました。

④ 財務報告に係る内部統制
　財務報告に係る内部統制につきましては、当企業グループの事業環境に関わる様々なリスクの評価を
行い、内部統制が有効かつ継続的に機能するよう、統制環境の整備、統制活動の推進及びモニタリング
等を実施いたしました。

⑤ 内部監査
　内部監査室が作成した内部監査基本計画に基づき、当企業グループ各社の内部監査を実施いたしまし
た。
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⑹　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、企業価値の継続的向上を図るとともに、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要課題の一つ
として位置付けております。このような観点から、剰余金の配当等の決定につきましては、当社を取り巻く
経営環境や以下の方針によって実施することとしております。
　配当につきましては、安定した配当を継続的に実施することを基本として、各事業年度の業績、財務状
況、今後の事業展開等を総合的に勘案して決定しております。
　内部留保資金につきましては、財務体質の強化、今後成長が見込める事業分野への投資、設備投資などに
活用してまいります。
　剰余金の配当につきましては、2020年８月期の中間配当を最後に見送ってまいりましたが、収益力と財
務基盤の強化が順調に進捗している状況等を総合的に勘案した結果、配当再開の環境が整ったものと判断
し、１株につき３円の期末配当の実施を株主総会にお諮りさせていただく予定です。
　株主の皆様には多大なるご心配をおかけしてまいりましたが、これまでのご支援に感謝申しあげるととも
に、今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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（2022年８月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料
貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
レ ン タ ル 衣 裳
土 地

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
借 地 権
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
保 険 積 立 金
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

　

5,786,291
4,503,139
621,359
99,028
54,517
188,504
85,457
238,602
△4,318

7,791,250
4,535,419
2,150,122
26,891
128,053
125,063
2,105,287

84,954
45,308
14,144
15,546
9,954

3,170,877
19,704
368,254
2,431,692
215,098
243,224
△107,096

　

流 動 負 債 5,743,608
買 掛 金 180,713
短 期 借 入 金 3,150,000
１年内返済予定の長期借入金 1,106,654
未 払 法 人 税 等 12,532
契 約 負 債 360,139
賞 与 引 当 金 194,326
そ の 他 739,242

固 定 負 債 4,697,062
長 期 借 入 金 3,900,128
長 期 未 払 金 407,724
繰 延 税 金 負 債 25,411
資 産 除 去 債 務 333,138
そ の 他 30,660

負 債 合 計 10,440,670
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,906,021
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 2,207,981
利 益 剰 余 金 1,153,251
自 己 株 式 △505,210

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 230,849
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 698
為 替 換 算 調 整 勘 定 230,151
純 資 産 合 計 3,136,871

資 産 合 計 13,577,541 負 債 及 び 純 資 産 合 計 13,577,541

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 8 月31日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 9,507,932
売 上 原 価 1,816,326

売 上 総 利 益 7,691,606
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,587,532

営 業 利 益 104,073
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9,931
受 取 賃 貸 料 6,308
受 取 手 数 料 626
為 替 差 益 157,311
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 18,072
助 成 金 収 入 416,905
そ の 他 33,385 642,541

営 業 外 費 用
支 払 利 息 52,654
支 払 手 数 料 1,036
そ の 他 6,448 60,139

経 常 利 益 686,475
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 485
資 産 除 去 債 務 戻 入 益 55,929
事 業 譲 渡 益 15,812 72,228

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 1,343
減 損 損 失 14,327 15,670

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 743,033
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 22,020
法 人 税 等 調 整 額 △103,369 △81,349
当 期 純 利 益 824,382
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 824,382

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 8 月31日）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当期首残高 1,071,590 1,203,507 398,722 △536,581 2,137,238

会計方針の変更による累積
的影響額 △69,853 △69,853

会計方針の変更を反映した当
期首残高 1,071,590 1,203,507 328,868 △536,581 2,067,384

当期変動額

資本金から剰余金への振替 △1,021,590 1,021,590 －
親会社株主に帰属する
当期純利益 824,382 824,382

自己株式の取得 △11 △11
自己株式の処分 △17,115 31,381 14,265
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 △1,021,590 1,004,474 824,382 31,370 838,637
当期末残高 50,000 2,207,981 1,153,251 △505,210 2,906,021

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 1,926 229,480 231,407 2,368,645
会計方針の変更による累積
的影響額 △69,853

会計方針の変更を反映した当
期首残高 1,926 229,480 231,407 2,298,791

当期変動額
資本金から剰余金への振替 －
親会社株主に帰属する
当期純利益 824,382

自己株式の取得 △11
自己株式の処分 14,265
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △1,227 670 △557 △557

当期変動額合計 △1,227 670 △557 838,079
当期末残高 698 230,151 230,849 3,136,871

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2022年８月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
貯 蔵 品
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
未 収 還 付 法 人 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
船 舶
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
電 話 加 入 権
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 前 払 費 用
保 険 積 立 金
差 入 保 証 金
そ の 他　

5,944,704
2,802,215

655
38,480

3,115,000
634
2,718

△15,000
4,511,604
3,256,427
1,191,285
82,328

0
0

17,897
12,882

1,952,033
30,593
21,114
7,274
2,205

1,224,583
16,704
672,432

270
4,639

368,254
143,237
19,045　

流 動 負 債 4,297,087
短 期 借 入 金 3,150,000
1年内返済予定の長期借入金 1,102,514
未 払 金 8,957
未 払 法 人 税 等 2,024
未 払 消 費 税 等 14,514
未 払 費 用 6,848
預 り 金 5,890
賞 与 引 当 金 6,023
そ の 他 315
固 定 負 債 3,855,243
長 期 借 入 金 3,304,268
長 期 未 払 金 403,250
繰 延 税 金 負 債 24,917
資 産 除 去 債 務 122,647
そ の 他 160

負 債 合 計 8,152,331
（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 2,303,279
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 2,207,981
資 本 準 備 金 50,000
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,157,981

利 益 剰 余 金 550,508
利 益 準 備 金 26,900
そ の 他 利 益 剰 余 金 523,608
別 途 積 立 金 1,038,000
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 216,438
繰 越 利 益 剰 余 金 △730,829

自 己 株 式 △505,210
評 価 ・ 換 算 差 額 等 698
その他有価証券評価差額金 698
純 資 産 合 計 2,303,977

資 産 合 計 10,456,308 負 債 及 び 純 資 産 合 計 10,456,308

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 8 月31日)

（単位：千円）
科 目 金 額

営 業 収 益 805,457

営 業 費 用 759,070

営 業 利 益 46,386

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 36,590

助 成 金 収 入 6,138

為 替 差 益 949

そ の 他 1,745 45,424

営 業 外 費 用

支 払 利 息 34,765

支 払 手 数 料 1,000

そ の 他 776 36,542

経 常 利 益 55,268

特 別 利 益

資 産 除 去 債 務 戻 入 益 55,929

事 業 譲 渡 益 15,766 71,696

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 336

関 係 会 社 支 援 損 2,005,000

関 係 会 社 株 式 評 価 損 341,757 2,347,093

税 引 前 当 期 純 損 失 2,220,128

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,300

法 人 税 等 調 整 額 25,389 35,689

当 期 純 損 失 2,255,817

損　益　計　算　書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 8 月31日）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合計別途

積立金
固定資産

圧縮積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 1,071,590 1,102,138 101,369 1,203,507 26,900 1,038,000 231,675 1,509,750 2,806,326

当期変動額
資本金及び資本準
備金から剰余金へ
の振替

△1,021,590 △1,052,138 2,073,728 1,021,590 －

当期純損失(△) △2,255,817 △2,255,817
税率の変更に伴う
積立金の増加 △13,333 13,333 －
固定資産圧縮
積立金の取崩 △1,903 1,903 －

自己株式の取得

自己株式の処分 △17,115 △17,115
株主資本以外の
項目の当期変動額
(純額)

当期変動額合計 △1,021,590 △1,052,138 2,056,613 1,004,474 － － △15,237 △2,240,580 △2,255,817

当期末残高 50,000 50,000 2,157,981 2,207,981 26,900 1,038,000 216,438 △730,829 550,508

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産 合 計自己株式 株主資本合計 そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
当期首残高 △536,581 4,544,842 1,926 4,546,768

当期変動額
資本金及び資本準
備金から剰余金へ
の振替

－ －

当期純損失(△) △2,255,817 △2,255,817
税率の変更に伴う
積立金の増加 － －
固定資産圧縮
積立金の取崩 － －

自己株式の取得 △11 △11 △11

自己株式の処分 31,381 14,265 14,265
株主資本以外の
項目の当期変動額
(純額)

△1,227 △1,227

当期変動額合計 31,370 △2,241,562 △1,227 △2,242,790

当期末残高 △505,210 2,303,279 698 2,303,977

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書
2022年10月21日

株式会社クラウディアホールディングス
取締役会　御中

ＰｗＣ京都監査法人
京都事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 矢 野 博 之
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 橋 本 民 子

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社クラウディアホールディングスの2021年９月１日か
ら2022年８月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社クラウディアホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手する。

・　　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結
計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監
査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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独立監査人の監査報告書
2022年10月21日

株式会社クラウディアホールディングス
取締役会　御中

ＰｗＣ京都監査法人
京都事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 矢 野 博 之
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 橋 本 民 子

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社クラウディアホールディングスの2021年９月
１日から2022年８月３１日までの第４６期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することに
ある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定
に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・ 　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類
等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2021年９月１日から2022年８月31日までの第46期事業年度における取締役の職

務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその

構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、

下記の方法で監査を実施しました。

　①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議

に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。

また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ

て子会社から事業の報告を受けました。

　②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に

掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備

している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果

⑴　事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認

められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人ＰｗＣ京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果

　会計監査人ＰｗＣ京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年10月21日

株式会社クラウディアホールディングス　監査等委員会
監査等委員 滝 　 亮 史 ㊞
監査等委員 白 浜 徹 朗 ㊞
監査等委員 梅 山 克 啓 ㊞

　

（注）監査等委員滝亮史、白浜徹朗及び梅山克啓は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する

社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　第46期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまして、以下のと
おりといたしたいと存じます。
　株主の皆様には、第44期期末配当より無配を続け、大変ご迷惑をおかけすることとなり申し訳なく存じて
おります。
　全社をあげて業績の回復に努めてまいりました結果、第46期の期末配当につきましては、当期の業績及び
今後の事業展開等を勘案して、配当の体制が整ったものと判断し、以下のとおり復配いたしたいと存じま
す。

①　配当財産の種類
　金銭といたします。
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金３円とし、配当総額は、26,580,291円となります。
③　剰余金の配当が効力を生じる日
　2022年11月30日といたしたいと存じます。
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現　行　定　款 変　更　案

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）
第18条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類、

事業報告、計算書類および連結計算書類に記載または表
示をすべき事項に係る情報を、法務省令に定めるところ
に従いインターネットを利用する方法で開示することに
より、株主に対して提供したものとみなすことができ
る。

（削　除）

第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する改正規定が
2022年９月１日に施行され、株主総会資料の電子提供制度が導入されたことに伴い、次のとおり定款を
変更するものであります。
⑴　株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めることが義務付け
られたことから、変更案第18条（電子提供措置等）第１項を新設するものであります。
⑵　株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交付を請求した
株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定することができるようにする
ため、変更案第18条（電子提供措置等）第２項を新設するものであります。
⑶　株主総会資料の電子提供制度が導入されたことに伴い、現行定款第18条（株主総会参考書類等のイン
ターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するものであります。
⑷　上記⑶の削除される規定の効力に関する経過措置等につき、附則第２条を設けるものであります。
なお、本附則第２条は期日経過後にこれを削除するものといたします。

２．変更の内容
　変更の内容は、以下のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
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現　行　定　款 変　更　案

（電子提供措置等）
（新　設） 第18条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等

の内容である情報について、電子提供措置をとるものと
する。

２. 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定
めるものの全部または一部について、議決権の基準日ま
でに書面交付請求をした株主に対して交付する書面に記
載することを要しないものとする。

附　　則 附　　則

（電子提供措置等新設に伴う経過措置）
（新　設） 第２条 2022年９月１日から６か月以内の日を株主総会の日と

する株主総会については、変更前定款第18条（株主総
会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）は、
なお効力を有する。

２. 本条の規定は、2022年９月１日から６か月を経過した
日または前項の株主総会の日から３か月を経過した日の
いずれか遅い日をもってこれを削除する。
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社の
株 式 数

１

くら
倉

 

　
 

　
 

　
まさ
正

 

　
はる
治

（1948年１月１日生）

    1976年    12月 当社設立

当社代表取締役社長

    2011年    11月 当社代表取締役会長兼社長（現任）

120,032株
（重要な兼職の状況）

株式会社クラウディア代表取締役会長

株式会社クラウディアコスチュームサービス代表取締役会長

内田写真株式会社代表取締役会長

KURAUDIA USA.LTD.代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】
1976年12月の当社設立時から代表取締役として強いリーダーシップに基づき同社の経営を統括し、コーポレートガバナン
スの強化を通じて当社グループの持続的な成長と企業価値の向上に尽力しております。経営者としての高い見識と豊富な
経験・実績を有していることから適切な人材と判断し、取締役候補者といたしました。

第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（５名）は、本株主総会終結
の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案については、監査等委員会から全ての取締役候補者について適任である旨の意見を得ておりま
す。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社の
株 式 数

２

やま
山

 

　
もと
本

 

　
だい
大

 

　
すけ
輔

（1970年11月15日生）

    1995年    9 月 当社入社

    2005年    11月 当社東日本ホールセール事業部東京支店営業部長

    2010年    4 月 当社執行役員営業本部ブランドマーケティング事業部長兼東

日本ホールセール事業部東京支店営業部長

    2013年    4 月 当社執行役員ブランドマーケティング事業部長兼東日本ホー

ルセール事業部東京支店営業部長兼商品企画部長

    2016年    9 月 当社執行役員東日本ホールセール事業部東京支店営業部長兼

商品企画部長

    2017年    11月 当社取締役

2021年11月 当社常務取締役（現任）

29,600株

（重要な兼職の状況）

株式会社クラウディア取締役常務執行役員

株式会社クラウディアコスチュームサービス取締役常務執行役員

内田写真株式会社代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】
当社入社以来、営業部門の業務に携わり、豊富な経験と知識を有し、新たな事業展開を積極的に推進する等、多岐にわた
りグループを牽引し、2017年11月からグループ会社社長として会社経営を適切に運営していることから適切な人材と判断
し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社の
株 式 数

３

やま
山

 

　
だ
田

 

　
きよ
清

 

　
し
志

（1961年８月13日生）

    1985年    7 月 当社入社

    1993年    4 月 当社東京支店長

    1999年    9 月 当社セル事業部長

    2000年    3 月 当社取締役セル事業部長

    2000年    5 月 当社取締役新規事業部長

    2002年    11月 当社取締役営業開発部長

    2004年    11月 当社執行役員営業開発部長

    2005年    6 月 当社執行役員東日本開発事業部長

    2016年    11月 当社取締役（現任）

48,100株

（重要な兼職の状況）

株式会社クラウディアコスチュームサービス代表取締役社長

KURAUDIA USA.LTD.取締役

【取締役候補者とした理由】
当社入社以来、営業部門の業務に幅広く携わり、また、2006年11月より、グループ会社社長として会社経営の職務を適切
に遂行していることから適切な人材と判断し、取締役候補者といたしました。

4

の
野

 

　
ざき
﨑

 

　
こう
浩

 

　
じ
司

（1967年12月５日生）

    1988年    4 月 当社入社

    1998年    11月 当社東京支店長

    2003年    11月 当社取締役東京支店長

    2004年    11月 当社執行役員東京支店長

    2005年    6 月 当社執行役員東京支店長兼東日本ホールセール事業部長

    2016年    11月 当社取締役（現任）

42,000株

（重要な兼職の状況）

株式会社クラウディア代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】
当社入社以来、営業部門の業務に携わり、営業部門の統括として豊富な経験と知識を有し、また、2016年９月より、グル
ープ会社社長として会社経営や組織体制の構築の職務を適切に遂行していることから適切な人材と判断し、取締役候補者
といたしました。
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社の
株 式 数

５

うえ
上

 

　
の
野

 

　
むね
宗

 

　
あき
昭

（1962年12月22日生）

1985年    7 月 当社入社

1997年    9 月 当社本社営業部部長

2016年    9 月 株式会社クラウディアコスチュームサービス執行役員

2017年    11月 株式会社クラウディアコスチュームサービス取締役

2021年    11月 当社取締役（現任）

54,900株

（重要な兼職の状況）

株式会社クラウディアコスチュームサービス取締役

【取締役候補者とした理由】
当社入社以来、営業部門に携わり、豊富な経験と知識を有しております。また、新たな事業展開を積極的に推進する等、
多岐にわたりグループを牽引していることから適切な人材と判断し、取締役候補者といたしました。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約

の内容の概要は、事業報告の13頁に記載のとおりです。各取締役候補者の選任が承認されますと、引き続き当該保険契約
の被保険者に含められることとなります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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氏 名
（生年月日）

略　　　歴
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社 の
株 式 数

もり
森

 

　
かわ
川

 

　
 

　
 

　
たかし

崇
（1970年12月19日生）

    1998年    4 月 司法書士登録

    1998年    10月 森川吉崎合同事務所設立　同事務所代表（現任）
0株

（重要な兼職の状況）

森川吉崎合同事務所代表

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
司法書士として、その専門的知識と経験に基づき、経営陣から独立した立場で取締役会の意思決定に参画いただくことで、当社経
営の監督機能強化に寄与していただけるものと判断し、補欠の監査等委員である社外取締役候補者といたしました。同氏は、これ
までに会社の経営に関与した経験はありませんが、上記の理由により、職務を適切に遂行できるものと判断しております。

第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　2020年11月25日開催の第44回定時株主総会において補欠の監査等委員である取締役に選任された森川崇氏
の選任の効力は本株主総会の開始の時までとされております。
　つきましては、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、改めて補欠の監
査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 森川崇氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 森川崇氏は補欠の社外取締役候補者であります。
３. 森川崇氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、当社と同氏との間で責任限定契約を締結する予定であり、当該

契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額としております。
４. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約

の内容の概要は、事業報告の13頁に記載のとおりです。
候補者が監査等委員である社外取締役に就任した場合には、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以　上
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候 補 者
専 門 性 と 経 験

企業経営 業界の知識・経験 営業・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 会計・財務 法務

取締役

倉　　正治 ● ● ● ●

山本　大輔 ● ● ●

山田　清志 ● ● ●

野﨑　浩司 ● ● ●

上野　宗昭 ● ●

取締役
(監査等委員)

滝　　亮史
社外
独立

● ●

白浜　徹朗
社外
独立

●

梅山　克啓
社外
独立

●

<参考>
　第３号議案をご承認いただいた場合の役員体制
　当社の取締役が有している能力・経験は以下のとおりです。
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株主総会会場のご案内

会 場

京都市左京区岩倉西五田町38

アイネス ヴィラノッツェ宝ヶ池
電話（075）781-2241

交 通

京都市営地下鉄 烏丸線
「京都」駅より20分
「国際会館」駅（3番出口）より約600m

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。
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